
４－１健全な財政運営の推進 

☆：実施に向けて検討・協議 

○：実施年度 

18 19 20 21 22 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

500 500 500 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

12,611 37,618 37,618 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

50 50 50 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

500 500 500 

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

2,000 2,000 2,000 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

300 300 300 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

75 75 75 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

庁内に検討委員 
会を設置し、H20 
から実施 

実施・検討・目標年度 

①有料広告の媒体を考え、広告料等財源の確保を図る 

実施項目・内容 

1 
広報紙・ホーム 
ページ 

備　　考 

庁内に検討委員 
会を設置し、H20 
から実施 

１歳入の増額の取組 

所管 目標増減見込額（単位：千円） 

2 窓口封筒 住民課 

企画課 

3 
職員給料明細裏 
面、各種封筒 

総務課 
庁内に検討委員 
会を設置し、H20 
から実施 

4 
ゴミ袋、ごみ収集 
車 

福祉課 
庁内に検討委員 
会を設置し、H20 
から実施 

5 
図書貸し出しカー 
ド 

社会教育 
課 

庁内に検討委員 
会を設置し、H20 
から実施 

6 

保育料の引上げ 
（国の徴収基準に 
合わせた引上げ検 
討） 

福祉課 

7 

二川保育所の運営 
費寄付金の導入を 
検討 

福祉課 
過疎地域の運営 
費の引上げを検 
討する。 

8 

農業集落排水施設 
への加入促進を強 
化する 

下水道課 

9 

水道料金の料金体 
系の見直しを検討 上下水道 

課 

10 

住民票・印鑑証明 
書等発行手数料の 
見直しを検討 

住民課 
１部 
200円→300円 

11 

納税証明書等各種 
証明手数料の見直 
しを検討 

税務課 

12 

地籍調査成果の交 
付手数料を５０％ 
アップを検討 

地籍調査 
課 

１筆 
200円→300円 

②手数料・使用料の見直しを図る 

13 

各施設の使用料及 
び減免規定の見直 
しを検討 関係各課 - 

15



４－１健全な財政運営の推進 

☆：実施に向けて検討・協議 

○：実施年度 

18 19 20 21 22 

実施・検討・目標年度 

実施項目・内容 備　　考 所管 目標増減見込額（単位：千円） 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

1,000 700 500 500 

○ ○ ○ ○ ○ 

20% 21% 22% 24% 25% 

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

15 

適正な資金運営に 
より、余剰金を運 
用し利子収入を確 
保る。 

出納室 

16 

町税の滞納徴収率 
の向上を図る 税務課 

17 

都市計画税の導入 
を検討する 税務課 

18 

町営住宅・改良住 
宅家賃滞納整理の 
強化 

建設課 

19 

住宅新築資金滞納 
整理の強化 建設課 

③その他 

14 

町営住宅・改良住 
宅の家賃見直しの 
検討 

建設課 

13 しを検討 関係各課 - 

総務課 

21 

特定目的基金の有効 
利用。最終的な財源 
調整手段として活用 
する。 

総務課 

20 

町有財産で処分可能 
な遊休資産等洗い出 
し、計画的に処分す 
る 

２歳出に関する考え方の転換 

①町内各施設の維持管理費の削減 

23 

各庁舎・各出張所等 
の維持管理費の削減 
を図る。 総務課 

24 

各保育所の維持管理 
費の削減を図る。 

福祉課 

22 

職員駐車場駐車料金 
の徴収について、検 
討する。 総務課 

16



４－１健全な財政運営の推進 

☆：実施に向けて検討・協議 

○：実施年度 

18 19 20 21 22 

実施・検討・目標年度 

実施項目・内容 備　　考 所管 目標増減見込額（単位：千円） 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 3,700 △ 3,700 △ 3,700 △ 3,700 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 11,000 △ 11,000 △ 11,000 △ 11,000 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 8,000 △ 8,000 △ 8,000 △ 8,000 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 2,500 △ 2,500 △ 2,500 △ 2,500 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 950 △ 950 △ 950 △ 950 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

△ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 

28 

県外出張の削減。 
（先進地視察、職 
員研修等の県出張 
原則廃止） 

各課 

25 

各小中学校の維持 
管理費の削減を図 
る。 

学校教育 
課 

26 

きび会館・公民館等 
施設の維持管理費の 
削減を図る。 

社会教育 
課 

29 

職員の作業服貸与 
の凍結（H20～H22) 

関係各課 

27 

農業集落排水施設維 
持管理費の削減を図 
る。 下水道課 

②事務経費節減の推進 

31 

光熱水費の節減 
（休息時間中の消 
灯、未使用OA機器 
の電源off) 

関係各課 

30 

消耗品・印刷製本 
費の節減（在庫管 
理の徹底、ペー 
パーレスの推進、 
ミスコピーの裏面 
活用、ネット活用 
による図書の追録 
廃止） 

関係各課 

32 

食料費の廃止。（職 
員及び非常勤特別職 
に対する食料費は原 
則廃止） 

関係各課 

33 

町長・教育長・議長 
の交際費を削減す 
る。 関係各課 

（H18） (H19) 
町長 1500　1000 
議長 700   350 
教育長250   150 

34 

県内日帰り日当の廃 
止 

関係各課 

17



４－１健全な財政運営の推進 

☆：実施に向けて検討・協議 

○：実施年度 

18 19 20 21 22 

実施・検討・目標年度 

実施項目・内容 備　　考 所管 目標増減見込額（単位：千円） 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 

☆ ○ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 970 △ 970 △ 970 △ 970 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ○ ○ ○ ○ 

△ 46,000 △ 46,000 △ 46,000 △ 46,000 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

△ 11,000 △ 11,000 △ 11,000 

☆ ○ ○ ○ ○ 

43 

35 

口座振替領収書の発 
行事務を見直し、税 
別に年１回の発行と 
する 

税務課 

36 

各会計への繰り出し 
基準を見直し、基準 
内繰り出しのみとな 
るよう検討する。 

総務課 

３特別会計への繰出金削減への取組 

４人件費の抑制と定員・給与の適正化への取り組み 

②職員定数の適正化 

37 

下水道事業におい 
て、世代間の負担公 
平の観点から、資本 
費平準化債を発行 
し、下水道事業繰出 
金の軽減を図る。 

①人件費の抑制 

下水道課 

①経営改善と合理化 

38 

町長・助役・教育長 
等特別職給与の見直 
しを検討する。 

総務課 
町長△35 
助役△15 
教育長△10 

39 

各種非常勤特別職の 
報酬を見直す。 総務課 

40 

管理職手当を見直 
す。 総務課 

41 

一般職員給料を見直 
す。（給料月額一律 
カット） 

総務課 

42 

時間外勤務手当ての 
削減 総務課 

ノー残業デイを儲 
け、手当ての削減 
及び家族サービス 
の向上を図る 

44 

３割補充の実施。 
H18度(退7人翌採7人) 
H19度(退3人翌採1人) 
H20度(退7人翌採2人) 
H21度(退9人翌採3人) 総務課 

抜本的に計画を 
見直し、具体的 

補助対象となる地籍 
専門員を増やし、職 
員を削減する 

地籍調査 
室 

18



４－１健全な財政運営の推進 

☆：実施に向けて検討・協議 

○：実施年度 

18 19 20 21 22 

実施・検討・目標年度 

実施項目・内容 備　　考 所管 目標増減見込額（単位：千円） 

△ 25,000 △ 51,200 △ 113,500 △ 192,100 

☆ ○ ○ ○ ○ 

10,500 17,500 17,500 21,000 

○ ○ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

☆ ☆ ○ ○ ○ 

未定 未定 未定 

47 

行政評価制度の導入 
（事務事業につい 
て、住民が評価・検 
証ができる仕組みの 
確立を図る） 

総務課 

③適正な給与管理 

44 H21度(退9人翌採3人) 
H22度(退7人翌採2人) 

総務課 
な削減計画を作 
成する。 

45 

H19度=4人補充 
H20度=4人補充 
H21度=0人補充 
H22度=2人補充 

消防本部 

46 

給与制度の見直し 
（国の基準に準拠し 
た制度及び運営を基 
本に給与制度の適正 
化に努める） 

総務課 

５公共事業の考え方の転換 

49 

外部人材の活用（定 
員適正化計画を基に 
臨時職員等のあり方 
を見直す） 

関係各課 

48 

ボランティア団体・ 
NPOとの連携や協働 
を推進する 関係各課 

19


